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住民課高齢者医療年金係  ☎64－7702

毎月現金で納める場合

現金で前納する場合

口座振替で前納する場合

16,410円×6カ月＝98,460円

97,660円

97,340円

800円割引

1,120円割引

退
職
金
と
税

年
金
と
税

付加保険料のご案内付加保険料のご案内付加保険料のご案内
　国民年金の保険料には、一定期間の保険料をまとめ
て納めることができる前納制度があります。前納する
と保険料が割引になります。
　現金での納付を希望する人は「国民年金保険料納付
案内書」に付いている「下期」の納付書（令和元年10
月～令和２年３月の６カ月分をまとめて納付するとき
に使用）を使い、令和元年10月31日までに納めてくだ
さい。
　また、口座振替で６カ月分の保険料を前納すると、
さらにお得です。口座振替で保険料の前納を希望する
人は、８月末日までに金融機関または年金事務所へお
申し出ください。お申し出の際には、①預貯金通帳、
②預貯金通帳届出印、③基礎年金番号が分かるものを
ご持参ください。
　なお、保険料を前納した期間中に、就職して厚生年

金に加入するなどの理由により国民年金保険料を納め
る必要がなくなった場合には、それ以降の期間の保険
料は還付されます。

　将来、より高い老齢給付を受けるために、第１号被
保険者（自営業者等）や65歳になるまでの任意加入被保
険者は、ご希望により定額保険料に加えて月額４００円
の付加保険料を納めることができます。付加保険料を
納める場合には、定額保険料を納めることが必要です。
　付加保険料を納めると、将来、老齢基礎年金に加え
て付加年金を受けられます。付加年金の計算式は次の
とおりです。
　年金額 ＝ 200円 × 付加保険料を納めた月数
なお、国民年金基金に加入している人は、付加保険料
を納めることができません。
　付加年金の加入をご希望の人は、年金手帳・印鑑を
ご持参の上、住民課高齢者医療年金係へお申し出くだ
さい。

問い合わせ先　前橋年金事務所　国民年金課
　　　　　　　☎０２７－２３１－１７０６

国民年金保険料を前納できます
～口座振替がお得です～
国民年金保険料を前納できます
～口座振替がお得です～
国民年金保険料を前納できます
～口座振替がお得です～
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０
０
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受
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控
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受
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。
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※６カ月分の保険料を前納する場合の割引額


